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1 はじめに
サプライチェーン (supply chain. $SC$ )

は、 最終消費者の需要変動をはじめ、 生
産における原材料・部品の供給遅延、設
備故障、物流における交通渋滞、災害の
発生等々、 様々な不確実性に直面してい
る。 このような不確実性のもとでは、 将
来の時点における発注・生産・発送量を、
現在の情報だけに基づいて予め決定する
ことは合理的ではない。 むしろ、 将来の
その時点における $SC$ の状態を観測し、
それに応じた発注・生産・発送量を決め
るべきであり、 この決め方を発注生
産・発送政策と呼ぶことにする。一般に、
下流工程の在庫・仕掛品等の状態変化に
同期して、 上流工程へ発注・生産指示が
出される方式をプル方式と呼んでいるが、
状態に依存して決まる決定であり、明ら
かに発注・生産・発送政策に属する。 こ

れに対して、 現在の情報だけに基づいて、
$SC$ 全般の将来にわたる全体最適を目指
した発注・生産・発送計画を作成する先進
的計画システム (advanced planning sys-
tem 、

APS) はプツシュ方式であり、 不
確実性を何ら考慮することなく、最適性
を喧伝している。 しかし、 「サプライチ
ェーンハンドブック」 12章 [1] では、

APS の中で最善とされる線形計画法
(linear programming, $LP$) に基づく最適
化とプル方式の基点在庫 (base stock)方式
を、 7種類の部品を用いて 4品種の最終
製品を生産する生産システムを対象に、
数値的に比較している。その結果、当然
のことではあるが、 基点在庫政策が $LP$

に基づく APS を大幅に上回ることを示

している。 しかし [2,3] 等に示すよう
に、 基点在庫政策は本研究の目的である
準最適発注・生産・発送政策と比較すれ
ば、 ライン構成により異なるが、パラメ
$-$タを最適設定した最高性能においても、
平均費用を 3.2% $\sim$ 15.6%以上増加させて
おり、 決して満足できる政策ではない。
かんばん (kanban)方式に始まるプル方式
は、 これまでに代表的なものとして、 基
点在庫方式、 CONWIP 、

ハイブリッド
(hybrid)方式、 拡張かんばん (extended
kanban)方式が提案されている。
不確実環境下における $SC$の最適制御
問題は、 基本的にマルコフ決定過程
(Markov decision process, MDP)の問題で
あり、 特に単位期間当りの平均費用を最
小化する問題は時間平均費用問題

(undiscounted Markov decision process,
UMDP) として定式化される。しかしな
がら、 MDPは R. Bellman[4]によって 1950
年代に提案された動的計画法 (dynamic
programming, $DP$)の 1分野であり、 $DP$の

持つ弱点である 「次元の呪い (curse of
dimensionality) $\rfloor$ を引き継いでいる。 す
なわち、 次元 (工程、 品種)が増えるにつ
れ状態数が指数的に増大し、実用時間内
に解くことが不可能となる欠点である。
実際 1987年]51において、 3779状態を持
つ 3工程生産ラインの最適制御問題を、
MDPの厳密アルゴリズムである修正政
策反復法 (modified policy iteration meth-
od, MPIM) を用いて解いているが、 当

時 4工程以上への拡張は不可能なことを
痛感したものである。ところが、 1996年

Bertsekas and Tsutsuklis[6] は”Neuro-
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dynamic Programming”を著し、 次元の呪
いを克服する、 強化学習を含む様々な試
みをまとめてニューロ $DP$と呼んだ。 そ
の後、 遷移先状態数、 可能決定数を第 $2$

、

第 3の次元の呪いと呼び、 次元の呪いを
克服する取り組みは”approximate dynam-
ic programming”(近似 $DP$ ) [7,8] と呼ばれ
るようになっている。
当時筆者は、 ジャス トインタイム

(JIT) 生産システムの $IT$活用による進
化を目指して、 引き取りかんばんと生産
指示かんばんに代わり UMDPによる最適
発注生産政策を用いる制御を研究して
いた。 そこで早速、 単一工程 JIT生産ラ
インの 144状態を持つ UMDPを既存の強
化学習等の近似 $DP$アルゴリズム [9-11]
で解いてみた。 ところが、 [2,3,12,14,15]
に示すように、 かんばん枚数を最適化し
たかんばん政策の 10倍以上費用がかかる
政策しか得られなかった。 そこでまず、
MPIMにシミュレーションを併用する近
似 $DP$アノレゴリズム SBMPIM(simulation-

based modified policy iteration method) を
提案し、 同じ単一工程 JIT生産ラインヘ
適用してMPIMと一致する最適政策が得
られることを確認した。 次いで、 12,150
状態を持つ 2工程 JIT生産システムヘ適用
し、 最適化したかんばん方式より平均費
用を 8% $\sim$ 20%以上低減できることを示
した [12,15]。さらに、 SBMPIMアルゴリ
ズムを 143万状態を持つ 3工程 JIT生産
物流システムヘ適用できるように改良し、
拡張かんばん方式を除くプル方式をシミ
ュレーションにより最適化した最高性能
と準最適政策の性能を比較し、各プル方
式が準最適政策にどれだけ近いかを明ら
かにしている [13,14]。その後、 SBMPIM
の改良を進めるとともに、 プル方式のパ
ラメータを最適設定する
SBOS(simulation-based optimal setting) ア
ルゴリズム [2,3,16]を開発して拡張かん
ばん方式を最適化し、すべてのプル方式
と準最適政策を比較した結果を [2,3]に示

している。 その後、 SBMPIMの初期政策
として最適化したかんばん政策を採用し、
それをシミュレーションしてMPIMの値
近似ルーチンと結合することで初期政策
の相対値を推定し、 SBMPIMアルゴリズ
ムの計算時間を 1/200に短縮し、 必要メ
モリーも大幅に減らすことに成功してい
る。 この新しい近似 $DP$アルゴリズムを
SBMPI (simulation-based modified policy
iteration) アルゴリズムと呼び、 第 1番目
の次元の呪いである状態空間を縮約し、
第 3番目の次元の呪いである決定空間を
近傍化することで達成している [17,18].
これまで研究を進めてきた $SC$ は、

SBMPIMアルゴリズムの性能による制約
から、 単一品種直列型 $SC$に限定せざる
を得なかった。 しかし、 SBMPIアルゴリ
ズムが性能を飛躍的に向上させたので、
不確実環境下における多品種 $SC$の最適
制御問題を取り扱えることとなった。
本論文では、 次の 3階層

1 $)$ 最終消費者に複数の製品を販売する
複数の小売店からなる第 1階層
2 $)$ それら小売店へ複数の製品を供給す
る複数の配送センターからなる第 2階層
3 $)$ それら配送センターへ複数の製品を
供給する工場 (第 3階層)
からなる 3階層多品種 $SC$を取り扱う。 こ

のとき直列型では問題にならなかったが、
複数の下流拠点への発送量を手持ちの製
品在庫から割当なければならない。 すな
わち、 単位期間当りの平均費用を最小化
する最適な発注生産発送政策を求め
ることが目的となる。以下、 この問題を
UMDPとして定式化し、近似 $DP$アルゴ

リズム SBMPIを用いて 3階層多品種 $SC$の

準最適発注生産発送政策を決定する。

2多品種サプライチェーンの最適制御

図 1に示される、 サプライヤーから $p$

種類の部品の供給を受け、 $K$品種の製品
を生産する工場とそれら製品を取り扱う

101



$L$箇所の配送センター Dj, j $=$ 1, $\ldots$ , $L$ ,および $J_{Sik}$ (n):小売店 Siの製品 $k$の純在庫量
$M$店の小売店 Si, $i=1,\ldots,M$からなる 3階層 さらに、 潮首に決定する発注、生産、発送
$SC$を考える。 工場、 Djおよび各小売店 Si 量と関連した変数として、
への発注、 生産指示、発送は各期首に行 $O_{fp}(n)$ :サプライヤーへの部品 $p$の発注量
われる。 サプライヤーは、 十分な供給能

$P_{fk}(n)$ :工場の製品$k$の生産量
力を持ち、輸送時間 $T_{f}(\geq 0)$を含む一定の

$Y$

$P_{fk}’(n):n$期における製品$k$の$|\rfloor B$ 実生産量
納入リードタイム $L_{f}$ ( $>$ Tf)期後に受注し
た原材料を工場へ納入する。 工場は輸送 $O_{Djk}(n):Dj$から工場への製品 $k$の発注量

時間 $T_{Dj}(>0)$を含む一定の納入リードタ $O_{S,k}$ (n):小売店 $\supset$ら珂/mの製品 kの発注量
イム LDj( $\geq$ TDj)期後に受注した製品を $Dj$

$Q_{fp}(n):n$期首の工場 の部品 $p$の発送量
へ納入する。 さらに、 $Dj$ は小売店 Si

$Q_{Djk}$ (n):工場から Djへの製品$k$の発送量
$(i=1,\ldots,M)$ への輸送時間 $Ts,(\geq 0)$を含む一
定の納入リードタイム $Ls_{j}$ $(\geq Ts_{i})$期後に $Q_{S\ddot{y}k}$ (n):珂から/$J$涜店騒への製品$k$の発送量

受注した製品を小売店 Siへ納入する。 たを定義し、各期における費用係数として以下を
だし、 必要な量の製品がなければ、不足 が 3$\subset$[る。

分は受注残 (品切れ) となる。 工場の部 CfJp:工場の部品 $p$の在庫費用/個

品 $p$の最大在庫量を$I_{m.fp、}$ 工場、 Djおよ C’.工場の製品$k$の在庫費用/個
び各小売店 Siにおける製品 $k$の倉庫容量

$fk$

$C^{Q}$ :工 $B$ の部品 の配送中費用/個
を $J_{\max.f^{k}},$ $J_{\max:Djk},$ $J_{\max:sik}$とおく。 工場は、 $fp$

工場 の部品 $p$の配

簡単のため、 各製品の専用ラインを持つ CjBk:工場の製品$k$の受注残費用/個

ものとし、 製品 $k$の公称の生産能力を $C_{Jk}$ Bjk:工場の製品$k$の受注残発生費用/回

とおく。 しかし、 機械故障、欠品、 欠勤
$D_{J}^{\cdot}k. J$

$C^{J}$ $D^{\cdot}$の製品$k$の在庫費用/個
などの確率的変動のため伽は達成でき
ず、 n( $=$ 1,2, $\ldots$)期における生産能力伽 $(n)$

$C_{Djk}^{Q}$ : $Dj$への製品$k$の配送中在庫費用/個

は、 各期独立に同一の離散分布に従うも $C_{Djk}^{B}$ :Djの製品$k$の受注残費用/個
のとし、 その最小値を $C_{fk.\min}$ とおく。 同

$B.k$ :Djの製品$k$の受注残発生費用/回
様に、 各小売店 Siの製品 $k$に対する $n$期の

$D_{J}$

$J$ $p$

需要量 Dsjk $(n)$も、 互いに独立で同一の離
$C_{s_{l}k}$ :Siの製品$k$の在庫費用/個

散分布に従うものとし、 その最小値、最 $C_{Sik}^{Q}$ :Siへの製品$k$の配送中在庫費用/個

大値、 および平均をそれぞれ $D_{\min:sik}$
、 $C_{Sik}^{B}$ :Siの製品$k$の受注残費用/個

$D_{\max;sik\backslash }$ Dsikとおく。 満たされなかった $B_{Sk}$ :Siの製品 $k$の受注残発生費用/回
$l$

需要は受注残となるが、 システムの状態
$\max:sik^{;}$$C$ Siの製品$k$にたいして $B$ を超え品 $\max:sik$

数を有限にするため最大 $B_{\max:sik}$までとし、 て失われた需要に対する損失費用/個
それを超えた需要は失われるものとする。 なお、 純在庫量晦 $(n),$ $J_{Djk}(n),$ $Js_{ik}(n)$の
ここで、 $n$期首における状態変数とし 負の値はそれぞれ工場、 $Dj$および各小売

て以下を定義する。 店 Siの受注残を表している。
$I_{fp}(n)$ :工場の部品 $P$の手持ち在庫量

ここで、 n-l期末から $n$期首における事
$J_{fk}(n)$ :工場の製品 $k$の純在庫量 象の発生順序は次の通りである。
$B_{Djk}(n)$ :Diからの製品$k$の発注残 1. 各小売店 Siの需要 Dsik (n-l)および工場

$J_{D_{j}k}(n)$ :Djの製品 $k$の純在庫量 の生産能力 $C_{jk}$ (n-1)が各分布に従い決
定される。

$B_{Stk}$ (n$O$ :小売店 Siからの製品 $k$の発注残
2. 工場の実生産量 $P_{\int k}$ (n-1)が定まる。
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3. 工場、 Dj 、 および各小売店 Siへ発送量
$Qfi?(n-T_{f})$

、 $Q_{Djk}(n-T_{Dj})$
、

$Qs_{ik}(n-Ts_{i})$がそ
れぞれ到着する。

4. 工場の部品在庫量$I_{fp}(n)$と製品在庫量 Jf
$k(n)$

、 珂の製品在庫量$J_{Djk}(n)\backslash$ 発注残
情報$B_{Djk}$ (n)および各小売店 Siの製品在
庫量 Js7k $(n)$

、 発注残情報 Bsik $(n)$がそれ
ぞれ決まる。

5. 工場の発注量 $O_{fp}(n)$と生産指示量珠
$(n)$

、 Djの発注量 $O_{Djk}(n)$
、 各小売店 Si

の発注量 $O_{sik}(n)$
、 および珂への発送量

$Q_{Dj_{k}}(n)$ と各小売店 Siへの発送量 $Qs_{ik}(n)$

をそれぞれ決定する。
6. 在庫費用、 配送費用、 受注残費用、 お
よび損失コストが計算される。
第 $n$期首におけるサプライチェーンの

状態 $S$。は、 工場における第 (n-$L\acute{}\sqrt{}F$ l)期
から第 (n-1) 期、 珂における第 (n-
LDj $+$ TDj $+$ l)期から第 (n-l)期および各小売
店 Siにおける $(n-Ls_{j}+Ts_{t}+1)$期から第 (n-1)
期までの部品、製品毎の発注量、 工場へ
の第 (n- $T$汁 1)期から第 n-l期、 珂における
第 $(n-T_{D_{J}}+1)$期から第 n-l期および各小売
店 Siにおける ($n$-Ts$l^{+}$ l)期から第 n-l期まで
の発送量、 および工場の部品在庫量と工
場、 Dj 、 各小売店の製品在庫量、発注残
情報のベクトルによって表される。 これ
ら可能な全ての状態 $s_{n}$からなる状態空間
を $S$とおく。
状態 $s_{n}\in S$における工場の発注量 $O_{fp}(n)$

、

生産指示量 $P_{fk}(n)$
、 Dj の製品発注量

$O_{Djk}(n)$のとりうる決定の集合は最大在庫
量と発注量の制限から各々次式で与えら
れる。

$q_{p^{=\{fp}} o,..I_{\ln\ovalbox{\tt\small REJECT} p}-I_{fp}(n)-\sum_{H}^{L_{f}-T_{f}-1}O_{fp}(n-i)-\sum_{H}^{T_{f}}(n-l)\}$

(2.1)

$K_{jk}^{P}=\{0,\ldots,mi4I_{fp}(n),C_{f^{k}},I_{maefk}-J_{\int k}(n)\}\}(2.2)$

$K_{Djk}^{o}= \{0,\ldots J_{ma\Phi jk}-[I_{Djk}(n)r-\sum_{l=1}^{L_{D_{J}}}O_{D_{J}k}(n-l)-T_{D_{J}}-1$

$-B_{Dj}(n)-T_{D_{J}}l=i-1\mathfrak{B}_{j}(n-I)\}$ (2.3)

ここで、 $[x]^{+}= \max(0,x)$である。 各小売店
に対してはその後工程は市場であり、 各
小売店の可能な製品発注量 OsikOりの集合
は小売店の倉庫容量、 Djの持つ受注残情
報、 および需要の最小値を用いて次式で
与えられる。

$ae_{jk}=\{l_{\triangleleft}-T_{s_{1}}\lrcorner k.$

$- \sum_{l=1}^{\tau_{s_{l}}-1}Q_{Sik}(n-l)+D_{\min Sik}\}$ (2.4)

工場から各 Djへの製品 $k$の可能な発送量
の集合は、

$K_{Dk}^{Q}=\{\begin{array}{l}Q_{Djk}(n)\leq O_{Djk}(n-L_{D_{J}}+T_{D_{J}})+B_{Djk}(n)\sum_{J^{=1}}^{L}Q_{D_{j}k}(n)\leq[J_{fl}(n)]^{+}を^{}\backslash \backslash ffi 7_{\hat{c}}\Phi_{Djk}(n)\end{array}\}$

(2.5)
で与えられる。 一方、 Djから各小売店 Si
への製品 $k$の可能な発送量の集合は、珂
へ発注可能な小売店の集合 $Si\in Dj$ にた

いして、

$K_{Sk}^{Q}=\{\begin{array}{ll}Q_{Sik}(n)\leq O_{Sik}(n-L_{s} +T_{s_{\prime}})+B_{Sik}(n)\sum_{Si\in Dj}Q_{Sik}(n)\leq[J_{D_{\dot{J}}k}(n)]^{\vdash}を^{}\backslash ffi 7_{-}^{\wedge}す Q_{Sjk}(n) \end{array}\}$

(2.6)

で与えられる。 以上から、 状態 $S$。におけ
る可能な決定

$a=(O_{f}(n),P_{f}(n),O_{Dj}(n),O_{Si}(n),Q_{c}(n),a(n))$

(2.7)
は、 $O_{f}(n)\in K_{f}^{o}(s_{n}),$ $P_{f}(n)\in K_{f}^{P}(s_{n})$ ,

$O_{Dj}(n)\in K_{Dj}^{o}(s_{n}),$ $O_{Si}(n)\in K_{Si}^{o}(s_{n})$ , $Q_{D}(n)\in K_{D}^{Q}(s_{n})$ ,

$Q_{s}(n)\in K_{s}^{Q}(s_{n})$

を満たさなければならない。 与えられる
可能な発注量、 生産量と発送量の集合の
直積を照$s_{n}$)で表すことにすれば$a\in K(s_{n})$
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である。 政策 f$J$
、 各状態 $s$における可能

な決矧耐の集合仏$s$) $\in K(s)$ ; $s\in S\}$であ

る。 政策が与えられれば、 次期の状態は
以下のように定まる。
サプライヤーの供給能力は十分にある
ものと仮定しているので、 工場への $n$期
の発送量 $Q_{fi}(n)$は、

$Qfi,(n)=O_{Ji}(n-L_{f}+T_{f})$ (2.8)

である。 一方、 珂への $n$期の発送量
$Q_{Djk}(n)$と小売店 Siへの $n$期の発送量 $Q_{Sik}(n)$

は、 政策として与えられている。 このと

き、 次の期首の状態は以下のように定め
られる。

$I_{p}(n+1)=I_{f},(n)+Qfi,(n-T_{f}+1)-P_{fk}’(n)(2.9)$

$J_{Jk}(n+1)=J_{fk}(n)+P_{fk}’(n)- \sum_{=1}^{L}O_{D_{J}k}(n-L_{Dj}+T_{Dj}+1)$

(2.10)

ここで、 $P’fl(n)$ は $n$期の実際の生産量で

あり、

$P’fl(n)= \min\{P_{fk}(n),C_{jk}(n)\}$ (2.11)

で与えられる。 また、

$J_{Djk}(n+1)=J_{Djk}(n)+Q_{Djk}(n-T_{D_{J}}+1)- \sum_{l/}O_{S\iota k}(n-L_{s_{(}}+T_{s_{(}}+1)seD$

(2.12)

$J_{\theta k}(n+1)= \max\{T_{Sik}(n)+Q_{Sk}(n-T_{\theta}+1)-D_{Sik}(n),-B_{mAk}l\}$

(2.13)
である。 さらに、 功の受注残 $B_{Djk}(n)$ と各
小売店の受注残 $Bs_{jk}(n)$は、 各々次式で与
えられる。

$B_{D_{J}k}(n+1)=B_{Djk}(n)+O_{D_{J}k}(n-L_{Dj}+T_{Dj})-Q_{Cjk}(n)$

(2.14)
$B_{Sik}(n+1)=B_{Sik}(n)+O_{Sik}(n-4_{i}+T_{Sj})-\mathfrak{g}_{jk}(n)$

(2.15)

これらから、 状態 $S$。で決定 $a$をとったと

き、 次期に状態 sn$+$ ]へ推移する確率は、
生産能力分布および需要分布を用いて次
のように与えられる。

$p\langle s_{n},s_{\nu 1},a)$

$= \ovalbox{\tt\small REJECT}_{Qotherwise}^{p4C_{fk}(n)=c_{fk},D_{Sik}(n).=d_{Sik}}\max\Psi_{Sik}(n)^{j}+\mathfrak{g}_{ik}(n-T_{S_{1^{+1)-d_{Sik},-B_{muSjk}\rangle}}}]s_{\kappa 1}=+mo_{J^{k}}j=1Ls\epsilon Dj_{jk}Djkj,$ ”,
$\ldots$

(2.16)
さらに状態 $S$。で決定 $a$をとったときの $n$期
における直接費用は次式で与えられる。

$r(s_{n},a)=C_{fp}^{I}I_{fp}(n)+C^{J}fl[Jfl(n)]^{+}+C^{B}fl\vdash J_{fk}(n)]^{+}$

$+BflH(J_{fk}(n)<0)+C_{Djk}^{J}[J_{Djk}(n)]^{\{}.+C_{Djl}^{B}B_{Djk}$

$+B_{D/}.fl(0>J_{D/k}(n)))$

$+ \sum_{j}C_{Sjk}’[J_{Sjk}(n\rangle]^{+}+c_{\max}^{D_{mk}}sjk\sum p_{1}\{D_{Sik}(n)=d_{sik}\}d=D_{\sigma ffilk}$

$\cross[d_{Sik}-B_{\max Stk}-J_{Sik}(n\rangle]^{+}+B_{s_{i}}Pr\mathcal{O}_{s_{j}}(n)>J_{s_{j}}(n))\}]$

$+c_{f}^{Q^{T}} \sum_{l4}^{\dashv}Q_{f}(n-i)+C_{\tilde{d}c}^{o}\sum_{l4}^{T_{dc}-1}\mathfrak{g}_{c}(n-I)$

$+ \sum_{萌\in Shop}C_{s,}^{\underline{o}}\sum_{l4}^{r_{s_{j}}\dashv}Q_{s_{j}}(n-l)$

(2.17)
ここで$H(e)$は、 事象 $e$が起これば値 1を、
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起こらなければ値 $O$をとる定義関数であ
る。

$g$を 1期当たりの最小平均費用、 $h(s_{n})$を
相対費用とおけば、次の最適性方程式が
成り立つ。

$g+h(s_{n})= \min_{aeK(s_{n})}\{r(s_{。},a)+\sum_{s_{w1}\epsilon S}\chi_{s_{n},s_{m\cdot 1},a)h(s_{r\vdash 1})\}},$

$\forall_{s_{n}}\in s$ (2.18)

最適政策 fkは各状態 $S$。で上式右辺を最小
化する決蹴翻として定められる。 こ

こで、 相対費用 $h(s)$は適当に与えられた
状態 $s_{r}$で $h(s_{r})=0$である。

3. 近似$DP$アルゴリズム SBMPI
以下の状態集合を使用する。

ST : 初期値 $s_{0}$からはじめて、 現在の政策
$f(s)$で訪問した状態の集合、訪問回数 $\nu$(s) $\grave{}$

$h(s)$を保存。
SV: これまでの政策で少なくとも一度は
訪問したことのある状態の集合、 $h(s)$

、

$f(s)$を保存。
Su : 政策改良の計算で$h(s)$

、
$f(s)$が未知の

状態集合、 $h(s)$
、 f御を保存。

1. (初期設定)
これまで採用されてきた政策あるいは合
理的な政策 (例えば SBOSで最適化され
たかんばん政策) を初期政策 rとして選
択し、 日頃よく観測される状態を初期状
態 $s_{0}$ として設定する。 シミュレーション
長 $m_{0},m^{J}$を定め、 相対値計算の反復回数
$N_{0},N$

、 停止基準角，$\epsilon$

2 $>0$
、

$g(0)=0_{\backslash }$

$\sqrt{}1,\beta_{2}(0\leq\sqrt{1},\sqrt{}2\leq 1)$ とおき、 未知の相対

値設定のための非負数 $h,$ $\mu_{2}(\mu_{1}, \mu_{2}<1)$

と適当な正数 $W$
、 初期状態更新状態数 $r$ 、

最小平均費用の信頼区間推定のための確
率 $\alpha$ とバッチサイズ $Q$

、 バッチ数 $B$を定
め、 反復回数$k=l$ とおく。
2. ($S\mathfrak{c}$ hweitzer変換)
次式を満たす正数 $\tau$

$0<\tau<$
$\min_{s\in S,a\in K(s),p(s,s,a)<1},\{1/(1-p(s,s,a)\}$

を定め、 直接費用 $r(s,a)$ 、 推移確率
$p(s,s’,a)$ を以下の式で変換する。

$r(s,a)arrow\tau r(s,a)$ ,

$p(s,s’,a)arrow\varphi(s,s’,a)+(1-\tau)\delta_{s,s’}$

ここで $\delta_{s,s^{}}=1,s=s’;=0,$ $s\neq s$’である。

3. (初期政策のミュレーション)
3-0 : 集合 $S_{T}=\{s_{0}\}$ 、 $\#_{old}S_{T}=1$

、 訪問回

数 $q(s_{0})=1$ 、 累積費用 $TC=0$ 、 $s=s_{0}$ 、

$m=m0$ 、 $N=N_{0、}$ $l=0$ とおく。
3-1 : 状態 $s$ で初期政策 $f(s)=f^{0}(s)$ をと

ったときの状態推移をシミュレーション
し、 次期の状態 $s’$ を定める。
$TC=TC+r(s,f(s))$ とおく。

$s’\not\in s_{\tau}$ ならば $s_{\tau}=s_{\tau}+\{S’\}$
、

$q(s^{\mathfrak{j}})=1$
、

$S’\in s_{\tau}$ならば $q(s^{\dagger})=q(s^{1})+1$

とおいて、 $s=s’$ と更新する。
3-2 : $1=l+1$ として $1\geq m$ ならば $\# S_{T}=|S_{J}\{$

とおき、 ステップ 3-3へ
$\circ$
さもなければ

ステップ 3-1へ。
3-3 : 総$T>\#_{ol}{}_{d}S_{T}$ならば $\#_{old}s_{\tau}=$ 総$T$、

$m=m+m$ ’とおき、 ステップ 3-1へ
$\circ$
さも

なければステップ 4へ。
4 (平均費用 $g$ の推定)
平均費用 $g(k)$ を $g(k)=TC/l$

により計算し、 $S_{T}$の中で$q(s)$が最大の $s$

を $s_{0}$ とおく。

5. (相対値 $h$の推定)
5-1; $s(\neq s_{0})\in$ STに対して

$h^{0}(s)=r(s,f(s))-r(s_{0},f(s_{0}))$

とおき、 $h^{0}(s_{0})=0$
、 $l=0$ とおく。

5-2; $s\in$ STに対して
$w^{l+1}(s)=r(s,f(s))+ \sum_{ゴ\in S}p(s,s’,f(s))h’(s’)$

を計算する。 ここで $p(s,s’,f(s))>0$ とな
る $s’\not\in S_{T}$に対しては、 5-2を通して

$h^{l}(s^{1})=r(s^{\uparrow},f(s^{1}))-r(s_{0},f(s_{0}))$

として $w^{l+1}(s)$ を計算する。 さらに、
$s(\neq s_{0})\in$ STに対して

$h^{l+1}(s)=w^{l+1}(s)-w^{l+1}(s_{0})$

を計算し $h^{\prime+1}(s_{0})=0$ とおく。
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5-3; $l=l+1$ とおき $1>N$ならばステップ $5-$ $|g(k)-g(k-1)|<\mathcal{E}_{2}$ を満たしかつ
4へ。 さもなければステップ 5-2へ

$\circ$ $\{s\in S_{T}|v(s)\geq\beta_{2}V(Sr)\}$を満たす全ての $s$ で

5-4: (収束判定) $f(s)$ が改良されなければ、 ステップ 11
$s\in$ ST $|$こ対して へ。 さもなければ、 7-3へ。

$w^{l+1}(s)=r(s,f(s))+ \sum_{ゴ\in S}p(s,s’,f(s))h^{l}(s’)$ 7-3: $s\in S_{U}$に対して

を計算する。 ここで $p(s,s’,f(s))>0$ とな $w(s)= \min_{a\in N(s,f(s))}\{r(s,a)+\sum_{s’\in S}p(s,s’,a)h(s’)\}$

る $s’\not\in S_{T}$に対しては、
$h^{l}(s’)=r(s’,f(s’))-r(s_{0},f(s_{0}))$ を計算し、 $h(s)=w(s)-w(s_{0})$

として $w^{l+1}(s)$ を計算する。 とおく。 ここで $N(s,f(s))$ (は $K(s)$ におけ

$\{s\in S_{T}|q(s)\geq\beta_{1}q(s_{。})\}$に対して る $f(s)$の近傍であり、 $p(s,s^{1},a)>0$ となる

$\Delta(s)=|w^{l+1}(s)-g(k)-h^{l}(s)|$
$s’\not\in S_{V}\cup S_{U}$に対しては

を計算し、 $\max_{s}\Delta(s)>\epsilon_{1}$
ならば、 $N=N+N$ ’ $h(s’)= \max\{h(s),\mu_{1}^{k}W\}$

を用いて $w(s)$ を計算する。 $f(s)$ が $w(s)$ を
とおき、 $s(\neq s_{0})\in Sr$に対して

与えなければ、 $w(s)$を与える任意の決定
$h^{l+1}(s)=w^{l+1}(s)-w^{l+1}(s_{0})$

として $f(s)$ を改良する。
を計算し $h^{l+1}(s_{0})=0$

、
$1=1+1$ として、 ス 8. (シミュレーション)

テップ 5-2へ。 8-0: $S_{T}=\{s_{0}\}$ 、
$\#_{oTd}S_{\ulcorner}-1$

、
$TC=0$

、 $s=s_{0}$ 、

さもなければ、 $s\in S_{T}$に対して
$m=m_{0、}$ $N=N_{0、}v(s)=1$ 、 $1=0$ とおく。

$w(s)=w^{l+1}(s)$ とおいてステップ 6へ
$\circ$ 8-1 : 状態 $s$ で決定 $f(s)$ をとったときの状

6. (SBMPI初期設定) 態推移をシミュレーションし、次期の状
$s_{\gamma}=S_{T}$ とおき $s(\neq s_{0})\in S_{\nabla}$ #こ対して次式を 態 $s’$ を定め、 $TC=TC+r(s,f(s))$ 、

$s=s’$

計算し相対値の精度を向上させる。 と更新する。
$h(s)=w(s)-w(s_{0})$ , $h(s_{0})=0$ 8-2 : $s\not\in S_{V}$ かつ $S\not\in S_{U}$ ならば、

$S_{U}=\phi$ 、 $s_{r}=s_{0}$ 、 $k=k+l$ とおく。
$S_{V}=S_{V}\cup\{s\}$ 、 $S_{T}=S_{T}\cup\{s\}$ 、 $v(s)=1$ とお

7. (政策改良ルーチン) き、 $f(s)$ を初期政策のとる決定と定め、
7-1 : $s\in S_{v}$に対して

$h(s)=r(s,f(s))-r(s_{0},f(s_{0}))$ とおく。

$w(s)= \min_{a\in N(s,f(s))}\{r(s,a)+\sum_{s’\in S}p(s,s’,a)h(s’)\}$ 8-3: $s\not\in S_{V}$かつ $s\in S_{U}$ ならば、

$S_{V}=S_{V}\cup\{s\}_{\backslash } S_{U}=S_{U}-\{s\}_{\backslash } S_{T}=S_{T}\cup\{s\rangle_{\backslash }$

を計算し、 $s(\neq s_{0})$に対して
$v(s)=1$ とおく。

$h(s)=w(s\rangle-w(s_{0}),$ $h(s_{0})=0$
8-4 : $s\in S_{\nabla}$ かつ $S\not\in s_{T}$ のとき、 $S_{T}=S_{T}+\{s\}$ 、

とおく。 ここで $N(s,f(s))$ は $K(s)$ における
$v(s)=1$ とおく。

$f(s)$ の近傍であり、 $p(s,s’,a)>0$ となる
8-5 : $s\in S_{V}$かつ $s\in S_{T}$ のとき、

$s’\not\in S_{V}\cup S_{U}$ に対しては、 $S_{U}=S_{U}\cup\{s’\}$ と
$v(s)=v(s)+1$ と更新する。

おき、 $f(s’)$ を初期政策をとる決定と定
8-6 : $l=l+1$ として $1\geq m$ ならば、 $\# S_{T}=$

め、 $h(s’)= \max\{h(s),\mu_{1}^{k}W\}$を用いて $w(s)$
$|S_{7}\{$ とおき、 ステップ 8-7へ

$\circ$
さもなけ

を計算する。 $f(s)$ が $w(s)$ を与えなけれ ればステップ $8-1$ へ
。

ば、 $w(s)$ を与える任意の決定として $S$-7 : $\# S_{T}>\#_{old}S_{T}$ならば $\#$

。
$lds_{\tau}=\# S_{T、}$

$f(s)$ を改良する。 $m=m+m$ ’とおき、 ステップ 8-1へ
$\circ$
さも

7-2 :(収束判定) なければステップ 9へ
$\circ$
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9. ($g$ の推定)
$g(k)=TC/l$ とおき、 $S_{T}$の中で $v(s)$ が最大
の $s$ を $s_{r}$ とおく。 もし $V(s_{0})\leq\gamma$ ならば

$w(s_{0})=r(s_{。},f(s_{。}))+ \sum_{ゴ^{}\prime\in S}p(s_{0},s’,f(s_{。}))h(s’)$

$w(s_{r})=r(s_{r},f(s_{r}))+ \sum_{s’\in S}p(s_{r},s’,f(s_{r}))h(s’)$

を計算する。 ここで $p(s_{r},s’,f(s))>0$ と

なる $s’\not\in S_{\nabla}\cup S_{U}$ に対しては、 初期政策
$f(s’)$ を用いた

$h(s^{1})=r(s^{t},f(s^{1}))-r(s_{0},f(s_{0}))$

として $w$ を計算する。 $s(\neq s_{r})\in S_{V}\cup S_{U}$

にたいして、 $h(s)=h(s)+w(s_{0})-w(s_{r})$

とおき、 $h(s_{r})=0$
、 $s_{0}=s_{r}$ とおく。

10. (h(s)の推定)
10-1: $s(\neq s_{0})\in S_{\nabla}\cup S_{U}$ に対して

$h^{0}(s)=h(s)$

とおき、 $h^{0}(s_{0})=0$
、 $1=0$ とおく。

10-2: $s\in S_{T}$に対して

$w^{l+1}(s)=r(s,f(s))+ \sum_{ゴ\in S}p(s,s’,f(s))h^{l}(s’)$

を計算する。 ここで 10-2を通して
$p(s,s’,f(s))>0$ となる $s’\not\in S_{\nabla}\cup Su$に対し

ては、 初期政策 $f(s^{1})$ を用いた
$h^{l}(s^{\dagger})=r(s’,f(s^{1}))-r(s_{0},f(s_{0}))$

として $w^{l+I}(s)$ を計算する。 さらに、
$s(\neq s_{0})\in S_{T}$に対して

$h^{l+1}(s)=w^{l+1}(s)-w^{l+1}(s_{0})$

を計算し $h^{l+1}(s_{0})=0$ とおく。

10-3: $l=l+1$ とおき $l>N$ならばステップ
10-4へ。 さもなければステップ 10-2へ

$\circ$

10-4: (収束判定)
$s\in S_{T}$に対して

$w^{\prime+1}(s)=r(s,f(s))+ \sum_{ゴ^{}\prime\in S}p(s,s’,f(s))h^{l}(s’)$

を計算する。 ここで $p(s,s’,f(s))>0$ とな
る $s’\not\in S_{\nabla}\cup S_{U}$に対しては、初期政策
$f(s^{\uparrow})$ を用いた

$h^{l}(s’)=r(s^{1},f(s^{\uparrow}))-r(s_{0},f(s_{0}\rangle)$

として $w^{l+1}(s)$ を計算する。
$\{s\in S_{T}|V(s)\geq\beta_{1}V(s,)\}$に対して

$\Delta(s)=|w^{l+1}(s)-g(k)-h^{l}(s)|$

を計算 し、 $\max_{s}\Delta(s)>\mu_{2}\epsilon_{1}$ ならば、

$N=N+N^{J}$とおき、 $s(\neq s_{0})\in s_{\tau}$に対して

$h^{l+1}(s)=w^{l+1}(s)-w^{l+1}(s_{0})$ を計算し $h^{l+1}(s_{0})$

$=0$
、 $l=l+1$ として、 ステップ 10-2へ

$\circ$

さもなければ、 $s(\neq s_{0})\in S_{\nabla}$に対して

$h(s)=w^{l+1}(s)-w^{l+1}(s_{0})$
、 $h(s_{0})=0$ とおき、

$k=k+l$ とおいてステップ 7へ。
11. (最小平均費用 $g^{*}$の区間推定)
11-1 : 求める準最適政策と相対値は、
$\{f(s),h(s);s\in S_{T}\}$ で与えられる。 以下、
最小平均費用 $g^{*}$ の 100(1- $\alpha$ )%信頼区間
を推定する。 $TC=0_{\backslash }b=l_{\backslash }$ $l=1$ とおく。
$s=s_{0}$ とおく。

11-2 : 状態 $s$ で決定 $f(s)$ をとったときの

直接費用を計算し、 状態推移をシミュレ
ーションして次期の状態 $s’$ を定める。
$TC=TC+r(s,f(s))$ 、 $s=s’$ と更新する。
もし $s\not\in S_{\nabla}\cup S_{U}$ ならば、 $f(s)$ を初期政策
に取る。
11-3: $l=l+1$ とおき、 $l>Q$ ならば 11-4
へ。 さもなければ、 11-2へ

$\circ$

11-4 : $g(b)=TC/Q$ 、 $b=b+l$ とおき、 $b>B$

ならばステップ 11-5へ。 さもなければ
$TC=0_{\backslash }$ $l=1_{\backslash }$ $s=s_{0}$ とおき、 ステップ

11-2へ。
$11-5:\{g(1)/\tau,\ldots,g(B)/\tau\}$ の

平均 $g= \sum_{i=l}^{B}(g(i)/\tau)/B$

と分散 $S^{2}= \sum_{i=1}^{B}(g(i)/\tau-g)^{2}/(B-1)$を計算し、

自由度 ($B$-l)の $t$分布の両側 $\alpha$点の値を
$t$

。
$(B-1)$ としたとき、 最小平均費用 $g^{*}$ の

100(1- $\alpha$)%信頼区間は
$[g-t_{\alpha}(B-1)S/\sqrt{B},g+t_{\alpha}(B-1)S/\sqrt{B}]$

で与えられる。

4. 今後の課題
2節の UMDPを解く 3節の近似 $DP$アル

ゴリズム SBMPIのプログラムを作成する
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のが第 1の今後の課題である。
これまでに、手持ちの製品在庫を複数

の下流拠点へ最適に配分する割当問題が、
様々な仮定のもとで理論的に研究されて
いる。 第 2の課題は、 これらの結果を、
近似 $DP$アルゴリズム SBMPIにより計算
された準最適発注発送政策と比較する
ことで、 近似の妥当性を判定することが
できる。 さらに、 多品種 $SC$へのプル方
式の適用を上の結果を踏まえて定式化し、
現実規模の $SC$へ各プル方式を適用でき
るように、 SBOSアルゴリズムを改良す
る。 そして、 各プル方式のパラメータを
最適設定した性能を求め、準最適発注
生産発送政策を基準とした各プル方式
の性能比較を行う。 さらに、 かんばん方
式では引き取りかんばんが発注量のみな
らず、 「先入れ先出し (先着順) 」 の原
則の下、発送量をも決定している。 「先
入れ先出し」 を陽に扱うためには、 小売
店における各品種の需要の発生時刻と配
送センターや工場からの各品種の発送時
刻および工場における各品種の生産完了
時刻を政策決定時点とする時間平均セ
ミマルコフ決定過程 (undiscounted
semi-Markov decision process, USMDP) と

して定式化しなければならない。
USMDPに対する近似$DP$アルゴリズムを
SBMPIアルゴリズムに倣って開発し、準
最適発注生産発送政策を計算するこ
とで、 これまで何の疑いもなく採用され
てきた「先入れ先出し」がどの程度実際
に有効か、 あるいは準最適発送政策によ
らざるをえないかを知ることができる。
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